
まちのど真ん中にある普天間飛行場
―返還合意の原点は危険性の除去と基地負担の軽減―

宜野湾市　基地政策部
2017 年 3月

　宜野湾市の市域面積の約25パーセントを占める普天間飛行場は、戦後71年もの長
期間、本市の中央に存在し、航空機事故の危険性や騒音被害等、市民の生活環境
に大きな負担を強いていることに加え、都市機能・交通体系・土地利用等、効率的な
まちづくりを進める上の阻害要因となっており、経済活動にも影響を及ぼしております。
　普天間飛行場はその危険性故に日米両政府による SACO合意及び在日米軍再編協
議で返還期日が示されたものの、返還は実現しておらず、市民の基地負担はもはや限
界に達しております。
　「世界一危険な基地」といわれる普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還と、その間
の危険性除去及び基地負担軽減が強く望まれております。

　このような中、平成28年度は、普天間飛行場の固定化は絶対にあってはならないという宜野湾市民の強い意志を受け、
訪米要請行動を行い、国防・国務両省の次官補代理をはじめとする政府関係者及び連邦議会議員等と面会し、普天間飛
行場の一日も早い返還と、問題の早期解決に向け、協力を要請いたしました。また、長く中断していた普天間飛行場負担
軽減推進会議及び作業部会の再開を働きかけ、1年9か月ぶりに、政府・沖縄県・宜野湾市の三者で普天間飛行場周辺
における負担軽減に関する協議を行いましたが、市民が実感できる進展や改善には至っていないことから、今後も粘り強く
取り組んでまいります。
　普天間飛行場返還合意の原点は、危険性の除去及び基地負担の軽減であり、普天間飛行場の固定化は絶対にあって
はなりません。普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還と、5年以内の運用停止（2019年2月まで）を含む危険性の除去及
び基地負担軽減の確実な実現を求めてまいります。

宜野湾市長
佐喜眞　淳
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日米間の動き
〔日米合意を含む〕 宜野湾市の取り組み（抜粋） 宜野湾市議会の活動

◆2010年5月23日　
鳩山首相が来県。沖縄県知事らと会
談し、普天間の辺野古移設を明言

◆2010年10月7日
10月5日の嘉手納所属のＦ15の普天間飛来が過去5年間で最大の123.6デジベルを記録したことへ
抗議声明発表

◆2010年7月29日　
普天間基地爆音訴訟控訴審判決　騒音の違法性を認め、国に損害賠償を命じる。また低周波の心身
被害を初認定。しかし、飛行差し止めは棄却

◆2010年7月2日　
普天間飛行場の危険性を放置したまま米国に提供し続けているのは違憲だとして、国の提訴を検討する

◆2009年12月18日
米軍基地普天間飛行場の一刻も
早い危険性除去及び早期返還を
求める決議

◆2008年7月30日
米軍普天間飛行場の危険性の除
去及び早期返還に対する決議

◆2007年12月26日
米軍CH-53D型ヘリと部隊の普
天間飛行場への配備に対する抗
議決議

◆2006年12月21日
米軍CH-53E大型輸送ヘリコプ
ターからの車両落下事故に対す
る抗議決議

◆2006年3月27日
米軍基地普天間飛行場の危険性
の除去に関する意見書提出

◆2004年10月14日
米軍CH-53D型ヘリコプターの
飛行再開に対する抗議決議

◆2004年8月17日
米軍ヘリコプターの民間地への
墜落爆発炎上事故に対する抗議
決議

◆2010年5月16日　
普天間基地包囲行動

◆2010年5月4日　
鳩山首相との住民対話集会を普天間第二小学校で開催

◆2010年4月25日　
米軍普天間飛行場の早期閉鎖・返還と、県内移設に反対し国外・県外移設を求める県民大会

◆2009年11月8日
「辺野古への新基地建設と県内移設に反対する11・8県民大会」開催

◆2009年2月12日
「第三次普天間飛行場返還アクションプログラム策定」

◆2008年7月27日～8月1日 
 「第3回訪米要請行動」

◆2008年6月26日
「普天間爆音訴訟地裁判決」

◆2007年7月
「グァム米軍基地視察調査」

◆2006年11月1日
「普天間飛行場安全不適格宣言」を発表

◆2006年3月5日
「普天間基地の頭越し・沿岸案に反対する沖縄県民総決起大会」開催

◆2006年3月
「第二次普天間飛行場返還アクションプログラム策定」

◆2005年7月10日～21日 
 「第2回訪米要請行動」

◆2005年5月16日
「普天間飛行場包囲行動」

◆2004年9月13日
日米両政府・在日米軍に対し、沖縄国際大学への米軍ヘリ墜落事故に抗議し、普天間飛行場の早期返
還を求める市民決議報告

◆2004年8月16日～18日
日米両政府・在日米軍に対し、沖縄国際大学構内へのヘリ墜落事故について抗議

◆2004年7月11日～21日 
「第1回訪米要請行動」

◆2004年5月16日
「普天間飛行場包囲行動」

◆2004年5月14日
「普天間飛行場被害異常事態宣言」

◆2004年4月
「普天間飛行場返還アクションプログラム」策定

◆2004年8月13日
「沖縄国際大学への米軍ヘリCH-53D型機墜落事故発生」

◆2004年9月12日
「沖縄国際大学への米軍ヘリ墜落事故に抗議する宜野湾市民大会」を開催（参加者約3万人）

◆2007年12月
「海兵隊航空基地普天間マスタープラン」を入手
普天間飛行場におけるクリアゾーン（土地利用禁止区域）の存在が明らかに

◆2010年5月4日　
鳩山首相、就任後初来県。沖縄県知
事との会談にて普天間の県外移設
断念を伝える。海外移転は「抑止力
という観点から難しく、現実には
不可能だ」と述べる

◆2009年12月15日
政府、移設問題について来年５月
までに結論を出すことで確認

◆2009年9月16日
民主党政権発足

◆2009年1月20日
オバマ大統領就任

◆2007年8月10日
「普天間飛行場に係る場周経路の
再検討及び更なる可能な安全対策
に関する報告書」

◆2006年5月1日
「在日米軍再編協議最終報告」「再編
実施のための日米のロードマップ」
・代替施設は辺野古岬とこれに隣
接する大浦湾と辺野古湾水域を結
ぶ形でV字型に設置
・代替施設の建設は2014年までの
完成を目標
・約8,000名の第３海兵機動展開部
隊の要員とその家族約9,000名は
部隊の一体性を維持する形で沖縄
からグァムへ移転する。など

◆2005年10月29日
「在日米軍再編協議中間報告」
・キャンプシュワブの海岸線の区
域とこれに接近する大浦湾の水域
をL字型に普天間代替施設を設置
する
・沖縄における再編は、約7,000名
の海兵隊将校及び兵員、並びにそ
の家族の沖縄外への移転を含む。
など

◆2005年2月14日
米連邦議会が設立「海外基地見
直し委員会」（アル・コーネラ委
員長）
　　沖縄の米軍基地視察
　　　　　　↓
◆2005年5月
「海外基地見直し委員会」中間
報告提出
　　　　　　↓
◆2005年8月
「海外基地見直し委員会」最終
報告提出

◆1996年3月28日
「普天間飛行場における航空機騒
音規制措置」日米合同委員会合意
◆1996年4月12日
「SACO合意」
橋本・モンデール共同記者会見
「普天間飛行場は、今後５年乃
至７年以内に全面返還する」
◆1996年12月2日
「SACO最終報告」
「今後５年乃至７年以内に十
分な代替施設が完成し、運用
可能になった後普天間飛行場
を返還する」
◆1999年11月22日
稲嶺恵一沖縄県知事
・県内移設候補地として、キャ
ンプシュワブ水域名護市辺野
古沿岸域を選定
・軍民共用空港及び15年使用期
限を移設条件など

市民大会決議（抜粋）
1.　被害の徹底調査と事故原因を明らかにし、すべ
　ての被害に対する謝罪と完全補償を早急に実施
　すること
1.　すべての米軍機の民間地上空での飛行を直ち
　に中止すること
1.　ヘリ基地としての運用を中止すること
1.　危険極まりない普天間飛行場を早期返還すること
1.　SACO合意を見直し、辺野古沖への移設を再
　考すること
1.　日米地位協定を抜本的に見直しすること
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西普天間住宅地区跡地

普天間飛行場

例

駐留軍用地施設界

琉球

全面返還合意の原点は、危険性の除去および 基地負担軽減であり、
普天間飛行場の 固定化は絶対にあってはなりません

面　積
人　口
世帯数

１９. ８km （平成 28 年 10 月）：
：
：
９８, ２７０（平成 29 年 1月末）
４２, ７７０（平成 29 年 1月末）

宜野湾市の概要
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普天間飛行場の面積

宜野湾市の人口密度

環境基準超過日数

基地の面積を除くと…

（平成 29年 1月末現在）

東京ドーム約 100 個分480.6ha

120.8dB

3.5％

99.7dB

年間騒音発生回数

騒音最高値

基地と財政

夜間騒音

11,105 回

（平成 27年度  上大謝名地区）

（平成27年度 上大謝名地区）

（平成29年3月2日 上大謝名地区）22時34分測定

（平成27年7月31日 上大謝名地区）

140 日

4,963人/k㎡約

7,054人/k㎡約

　普天間飛行場は、まちの中心部に位置し、市面積（約19.8ｋ㎡）の約4分の1を
占めています。また、市の北側にあるキャンプ瑞慶覧の面積（約1.059ｋ㎡）も
合わせると市面積の約30％が米軍施設によって占められています。

　市の中でも特に騒音発生回数が多い上大謝名地区では、1日あたりで31回 (平
成27年度 )もの騒音が測定されています。基地周辺では、日常的に騒音にさらさ
れた生活を余儀なくされており、住民にとって大きな負担となっています。

　平成27年度に測定された騒音最高値は120.8ｄBで、これは、「飛行機のエンジン近く」
に相当する騒音とされています。また、日米合意で22時以降の飛行は制限されているに
もかかわらず、夜間騒音も度々記録されております。

　宜野湾市の一般歳入額に占める基地関係収入の割合は3％台で推移しており、
平成26年度においては、わずか3.5％となっております。
基地があることによって、都市計画や施設配置に影響を与えるなど、市の経済
発展を阻害する要因にもなっています。

　基地を除いた宜野湾市の人口密度は、東京都（約6,169人 /k㎡）や大阪府（約
4,640人 /k㎡）上回る人口密度となっています。
（宜野湾市の人口98,270人　平成29年1月末。東京都、大阪府の人口密度は H27
国勢調査より）

　環境省が定める環境基準値（生活環境を保全し、人の健康の保護に資する上で維
持されることが望ましい基準）を超えた日数が、平成２７年度では上大謝名地区
で140日を記録しており、昼夜を問わず市民生活に深刻な影響を及ぼしています。
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普天間飛行場の概要

沖縄県の米軍基地

民有地
89%

国有地
8%

市有地
2%

県有地
1%

施設面積　4.806k ㎡（480.6ha：東京ドーム約 100 個分）

地主数　3,898 人（平成 27 年 3月末）

年間賃借料　約 72億 7,400 万円（平成 26 年度実績）

基地内軍人・軍属　約 3,200 人

204 人（平成 27 年 3月末）日本人基地従業員

普天間飛行場の常駐機（５８機）

429.3 35.9 9.0 6.3

AHー1Z ヴァイパー

24 機
12 機

12 機
1機
3機

6機

沖縄県は日本の国土面積の
わずか約0.6％ですが、在日米軍専
用施設面積の約70％が集中してい
ます。
　また、県人口の約8割が集中する
中南部地区では、米軍基地面積の約
77%が民有地となっており、国有地
が約87%を占める本土の米軍基地と
の大きな違いとなっております。

SACO合意から21年…

6



普天間飛行場の概要

沖縄県の米軍基地

民有地
89%

国有地
8%

市有地
2%

県有地
1%

施設面積　4.806k ㎡（480.6ha：東京ドーム約 100 個分）

地主数　3,898 人（平成 27 年 3月末）

年間賃借料　約 72億 7,400 万円（平成 26 年度実績）

基地内軍人・軍属　約 3,200 人

204 人（平成 27 年 3月末）日本人基地従業員

普天間飛行場の常駐機（５８機）

429.3 35.9 9.0 6.3

AHー1Z ヴァイパー

24 機
12 機

12 機
1機
3機

6機

沖縄県は日本の国土面積の
わずか約0.6％ですが、在日米軍専
用施設面積の約70％が集中してい
ます。
　また、県人口の約8割が集中する
中南部地区では、米軍基地面積の約
77%が民有地となっており、国有地
が約87%を占める本土の米軍基地と
の大きな違いとなっております。

SACO合意から21年…

7



　22時から翌朝6時までの米軍機の飛行
は、日米間の航空機騒音規制措置におい
て制限されているにも関わらず、度々騒音
が測定されており、夜間騒音に関する市民
からの苦情も数多く寄せられております。
　平成28年度（2月末現在）は、野嵩地区
と新城地区で、すでに昨年の倍を上回る
夜間騒音発生回数が記録されております。

　米軍機が住宅地上空を通過すると、地デジ受信障害が発生すると
いった声が市内全域から寄せられており、その対策を国に求めたとこ
ろ、沖縄防衛局の調査により認定された野嵩・普天間・新城の一部区
域については、平成23年度に防衛省の補助金を活用し市が対策を実
施しました。しかしながら、対策が行われた区域以外からも同様な声が
寄せられていることから、引き続き、米軍機が起因する地デジ受信障害
の解消に向け取り組んでおります。

　宜野湾市民は日常的に
米軍機騒音にさらされた生
活を余儀なくされています。
また、市内全域から騒音に
関する苦情が寄せられてい
るにも関わらず、防音工事
の対象区域は一部地域に
とどまっており、政府への要
請を通じ防音工事の助成
対象区域の拡大を求めて
おります。

　宜野湾市では昼夜を問
わず基地から発生する騒
音等の苦情について、職
員の勤務時間外にも対応
できるよう、留守番電話専
用回線である「基地被害
110番」を設置しておりま
す。市へ寄せられた声は
市長まで目を通し、翌日ま
でに米軍と沖縄防衛局へ
届け、市民生活へ配慮す
るよう申し入れております。
また、特に騒音が激化した
際などは適宜、米軍およ
び沖縄防衛局等へ抗議・
要請を行っております。

123 （平均で約2.7回/年）
（件数は本土復帰から平成29年2月末までを集計）

（平成29年2月末現在）

平成26年6月17日

9月18日

MV-22オスプレイが通常飛行訓練の海上飛行中にスタティックウィック（ペンサイズの薄い金属製の小
さな部品）が落下

平成27年1月15日
AH-1Wヘリが出砂島訓練空域の海域南西付近で訓練飛行中に、ミサイルランチャーなどを含む計208キ
ロの装備品が落下

12月13日
MV-22オスプレイが夜間の空中給油訓練中にブレードを損傷。飛行が不安定となり、浅瀬に不時着水し
た。着水時の衝撃により機体にかなりの損傷が生じた。

12月13日
同日に不時着水したオスプレイからの救難連絡を受け空中監視任務を終えて普天間基地に帰還したが、
着陸装置（脚部）を機体から出すことができず、衝撃を吸収するパッドの上に着陸した。

AH-1Wヘリが通常飛行訓練中に、ウイングボルト（ちょうねじ）とモーリングリングが機体から落下

3月12日 MV-22オスプレイが中部訓練区域で消火活動をしていたところ、平らのアルミ製の部品が落下

平成28年1月29日 KC-130空中給油機が飛行中に除氷ブーツであるゴム片を遺失

平成29年1月20日 AH-1Zヘリが飛行中、警告ランプがついたため、伊計島の農道に不時着

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度
（2月末現在）

324件 72件

28件 18件 15件
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新城
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　左の図は、平成28年に
沖縄防衛局が発表した回
転翼機の月別飛行航跡集
約図の抜粋となっていま
す。調査結果は、場周経路
をはみ出した飛行数及び
遵守している飛行数が示さ
れておらず、調査対象に固
定翼機が含まれていないこ
となど、普天間飛行場の周
辺の実態を示すものとは言
い難いものとなっておりま
す。さらに、調査結果に場周
経路を当てはめてみると、そ
の多くが場周経路を逸脱し
ていることが確認できます。

平成 28年 9月◆普天間飛行場における回転翼機の飛行状況調査結果発表（H27年4月～H28年3月）

平成8年 3月◆航空機騒音規制措置に関する日米合意

平成16年 8月◆沖縄国際大学への米軍機ヘリ墜落事故

平成19年 8月

平成19年 12月

平成27年 9月

　平成 16 年 8 月 13 日（金）午後 2 時 15 分ごろ、普天間飛行場に派遣されていた米海兵隊所属ＣＨ-53Ｄ型ヘリが
沖縄国際大学の本館に墜落、炎上するという重大事故が発生しました。事故機は我如古上空で尾翼部分（テールロー
ター）を落下し、操縦不能になったまま沖縄国際大学本館ビルに墜落、激突後激しく炎上しました。ヘリに搭乗し
ていた米軍関係者 3 名が負傷し、民間人への人的被害は確認されなかったものの、民家 29 戸、車両 33 台等の物的
被害が確認されています。

　平成 19 年 12 月、本市が入手した
「海兵隊航空基地普天間飛行場マス
タープラン」によって、普天間飛行
場におけるクリアゾーン（土地利用
禁止区域）の存在が明らかになりま
した。
　マスタープラン内では「障害物を
排除し離発着の際の安全を確保する
ためのエリアである」と記述されて
おりますが、クリアゾーンは大きく
基地外の住民地域に張り出しており、
そこには普天間第二小学校を始め、
多くの施設があり、約 3,600 人もの
住民が居住しております。

月別飛行航跡集約図（平成27年10月）
と場内経路重ね図【作成：宜野湾市】
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平成23年

平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年

普天間飛行場所属MV22オスプレイが訓練飛行中に部品落下

12/13 普天間飛行場所属MV22オスプレイが空中給油訓練中にブレードを損傷し不時着水
12/13 任務を終え普天間飛行場へ帰還したが、着陸装置が機体から出ずにパッドの上に着陸

市内９団体による宜野湾市共同声明の発表及び、抗議・要請行動

◆平成 28年度　宜野湾市訪米要請行動

　平成27年11月、市内9団体による共同記者会見

を行い、「普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還と

MV-22オスプレイの移駐及び騒音被害の軽減を

求める宜野湾市共同声明」を発表しました。

　その後、9団体代表者による県内・県外各関係機

関へ抗議・要請を行い、要請事項を最優先に取り

組み、速やかに実現するよう求めました。菅官房長

官からは「政府にとって最も大切なことは、普天間

飛行場の固定化を避け、一日も早く危険性の除去

を実現することであり、負担軽減のために全力で取

り組んでまいる」との発言がありました。

　平成24年9月19日、防衛省・外務省はオスプレイの運用について安全性は十分に確認されたとして安全宣言を行いまし
た。しかし、その内容は、「可能な限り」や「運用上必要となる場合を除き」などの文言が付き、実際の運用は米軍任せと
なっております。以下、MV-22オスプレイの沖縄配備について（概要）からの抜粋となります。
・飛行経路について、可能な限り学校や病院を含む人口密集地域上空を避けるよう設定し、可能な限り海上を飛行すること
・適用される騒音規制措置に関する合同委員会合意事項をMV-22の運用においても引き続き遵守すること

　平成27年12月には日米共同報道発表
において、平成27年3月に返還された西
普天間住宅地区跡地と国道58号線を繋
ぐアクセス道路の建設に向けた措置を取
ることと、普天間飛行場東側４haの返還
に向けた作業を加速化していくことが確
認されました。両地区の返還は、市民が
長年待ち望んだものであり、関係機関と
も連携を図り、跡地利用の取り組みを進
めてまいります。

　平成28年4月をもって、普天間飛行場全面返還合意から20年を経過し
ましたが、未だ返還が実現せず、航空機事故の危険性や、騒音等が市民生
活の大きな負担となっております。市民の強い願いである普天間飛行場
の一日も早い閉鎖・返還の着実な実現には、米国政府の理解と協力が不
可欠であることから、普天間飛行場問題の早期解決を求めるため、平成
28年4月23日から5月1日にかけて、訪米要請行動を行いました。
　主な面談先として国務・国防両省の次官補代理をはじめ、連邦議
会議員、シンクタンク関係者等と意見交換を行い、基地被害の現状
と、市民の生の声を届けるとともに要請書を手交し、その実現を強く
求めました。
　各要請先においては、本市が置かれている厳しい現状や、返還合意の
原点である普天間飛行場の早期の危険性除去、基地負担軽減の必要性
について共有し、問題の早期解決に向け、協力して取り組んでいくこと
を確認いたしました。

要請書では下記の４項目を提示しました。
一、普天間飛行場を絶対に固定化・継続使用せず、一日も早い閉鎖・返還を実現すること。
一、返還されるまでの間の、普天間飛行場の危険性除去及び基地負担軽減を、日米両政府においてこれ
まで以上の取り組みを行うこと。

一、普天間飛行場に配備されているMV-22オスプレイを他の拠点へ移駐すること。
一、市民生活の影響が特に大きい夜間飛行及び住宅地上空における旋回飛行訓練を行わないこと。

【参加団体】
・宜野湾市　・市議会　・市教育委員会　・市自治会長会　・市老人クラブ連合会
・市婦人連合会　・市青年連合会　・市商工会　・市PTA連合会

国務省（ソン・キム次官補代理、
　　　　　ジョセフ・ヤング日本部長）

ジョン・マケイン上院議員
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　平成27年12月には日米共同報道発表
において、平成27年3月に返還された西
普天間住宅地区跡地と国道58号線を繋
ぐアクセス道路の建設に向けた措置を取
ることと、普天間飛行場東側４haの返還
に向けた作業を加速化していくことが確
認されました。両地区の返還は、市民が
長年待ち望んだものであり、関係機関と
も連携を図り、跡地利用の取り組みを進
めてまいります。

　平成28年4月をもって、普天間飛行場全面返還合意から20年を経過し
ましたが、未だ返還が実現せず、航空機事故の危険性や、騒音等が市民生
活の大きな負担となっております。市民の強い願いである普天間飛行場
の一日も早い閉鎖・返還の着実な実現には、米国政府の理解と協力が不
可欠であることから、普天間飛行場問題の早期解決を求めるため、平成
28年4月23日から5月1日にかけて、訪米要請行動を行いました。
　主な面談先として国務・国防両省の次官補代理をはじめ、連邦議
会議員、シンクタンク関係者等と意見交換を行い、基地被害の現状
と、市民の生の声を届けるとともに要請書を手交し、その実現を強く
求めました。
　各要請先においては、本市が置かれている厳しい現状や、返還合意の
原点である普天間飛行場の早期の危険性除去、基地負担軽減の必要性
について共有し、問題の早期解決に向け、協力して取り組んでいくこと
を確認いたしました。

要請書では下記の４項目を提示しました。
一、普天間飛行場を絶対に固定化・継続使用せず、一日も早い閉鎖・返還を実現すること。
一、返還されるまでの間の、普天間飛行場の危険性除去及び基地負担軽減を、日米両政府においてこれ
まで以上の取り組みを行うこと。

一、普天間飛行場に配備されているMV-22オスプレイを他の拠点へ移駐すること。
一、市民生活の影響が特に大きい夜間飛行及び住宅地上空における旋回飛行訓練を行わないこと。

【参加団体】
・宜野湾市　・市議会　・市教育委員会　・市自治会長会　・市老人クラブ連合会
・市婦人連合会　・市青年連合会　・市商工会　・市PTA連合会

国務省（ソン・キム次官補代理、
　　　　　ジョセフ・ヤング日本部長）

ジョン・マケイン上院議員

13



14



15



普天間飛行場返還後の跡地利用に向けた取り組み キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）跡地利用計画

◆国道58号と西普天間住宅地区跡地をつなぐアクセス道路返還予定駐留軍用地における経済効果
◆直接経済効果：消費や投資等の経済取引により、個人・事業者等への支出が発生する効果

　普天間飛行場の跡地利用について、宜野湾市と沖縄県は共同で「普天間飛行場跡地利用基本方針」（平成18年）と「普天
間飛行場跡地利用計画の策定に向けた行動計画」（平成19年）を策定し、これらにもとづき県市の共同調査や文化財調査、
市による自然環境調査、関係者との合意形成に向けた取組を進めてきました。
　平成２４年度、宜野湾市及び沖縄県で、広域計画やこれまでの取り組みの成果を踏まえた「全体計画の中間取りまとめ」
を策定しました。今後、中間取りまとめをもとに、県民、地権者等の皆さまのご意見をお聞きしながら、沖縄全体の発展に資
する跡地利用計画策定につなげていきたいと考えております。

配置方針図

西普天間住宅地区跡地（約51ha）

沖縄県HP「駐留軍用地跡地利用に伴う経済波及効果等に関する検討調査（平成27年1月30日公表）」より

　キャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区（約51ha）は、平成27年3月末に返還されました。これまで、住居系を中心としたまちづくりから、
国際医療拠点を中心とした高次都市機能を有するまちづくりへ方向性を大きく転換し、下図のとおり「国際医療拠点を核とした都市
機能と水・みどり・文化の調和した住環境がつながるまち」をコンセプトとして平成27年７月に跡地利用計画を策定しました。
　国際医療拠点の形成に向けては、国及び県、関係機関と連携しながら琉球大学医学部及び同附属病院の移設を進めて
おります。

　同地区跡地には県道81号線と国道
58号を結ぶ幹線道路が通る予定となっ
ておりますが、インダストリアル・コリ
ドー地区が返還されるまでの間は袋地
となることから、国道58号と西普天間住
宅地区跡地をつなぐアクセス道路（高架
式）を共同使用することで平成27年12
月に日米間で合意されました。
　このアクセス道路は、平成28年度から
調査に着手しており、関係機関と連携し
ながら早期の供用開始に向け、取り組み
を進めております。

国道58号から見た整備イメージ図

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）跡地利用計画（平成27年7月策定）

※「配置方針図」は、上位計画や現
段階で推定される跡地の現況
にもとづいて作成したもので
あり、土地利用や道路ルート・
公園等の位置・範囲等は確定し
たものではありません。「配置
方針図」は今後の取り組みを踏
まえて更新していくことを前
提としています。
※中部縦貫道路は、ルートを検討中

16



普天間飛行場返還後の跡地利用に向けた取り組み キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）跡地利用計画

◆国道58号と西普天間住宅地区跡地をつなぐアクセス道路返還予定駐留軍用地における経済効果
◆直接経済効果：消費や投資等の経済取引により、個人・事業者等への支出が発生する効果

　普天間飛行場の跡地利用について、宜野湾市と沖縄県は共同で「普天間飛行場跡地利用基本方針」（平成18年）と「普天
間飛行場跡地利用計画の策定に向けた行動計画」（平成19年）を策定し、これらにもとづき県市の共同調査や文化財調査、
市による自然環境調査、関係者との合意形成に向けた取組を進めてきました。
　平成２４年度、宜野湾市及び沖縄県で、広域計画やこれまでの取り組みの成果を踏まえた「全体計画の中間取りまとめ」
を策定しました。今後、中間取りまとめをもとに、県民、地権者等の皆さまのご意見をお聞きしながら、沖縄全体の発展に資
する跡地利用計画策定につなげていきたいと考えております。

配置方針図

西普天間住宅地区跡地（約51ha）

沖縄県HP「駐留軍用地跡地利用に伴う経済波及効果等に関する検討調査（平成27年1月30日公表）」より

　キャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区（約51ha）は、平成27年3月末に返還されました。これまで、住居系を中心としたまちづくりから、
国際医療拠点を中心とした高次都市機能を有するまちづくりへ方向性を大きく転換し、下図のとおり「国際医療拠点を核とした都市
機能と水・みどり・文化の調和した住環境がつながるまち」をコンセプトとして平成27年７月に跡地利用計画を策定しました。
　国際医療拠点の形成に向けては、国及び県、関係機関と連携しながら琉球大学医学部及び同附属病院の移設を進めて
おります。

　同地区跡地には県道81号線と国道
58号を結ぶ幹線道路が通る予定となっ
ておりますが、インダストリアル・コリ
ドー地区が返還されるまでの間は袋地
となることから、国道58号と西普天間住
宅地区跡地をつなぐアクセス道路（高架
式）を共同使用することで平成27年12
月に日米間で合意されました。
　このアクセス道路は、平成28年度から
調査に着手しており、関係機関と連携し
ながら早期の供用開始に向け、取り組み
を進めております。

国道58号から見た整備イメージ図

キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）跡地利用計画（平成27年7月策定）

※「配置方針図」は、上位計画や現
段階で推定される跡地の現況
にもとづいて作成したもので
あり、土地利用や道路ルート・
公園等の位置・範囲等は確定し
たものではありません。「配置
方針図」は今後の取り組みを踏
まえて更新していくことを前
提としています。
※中部縦貫道路は、ルートを検討中

17



日米間の動き
〔日米合意を含む〕 宜野湾市の取り組み（抜粋） 宜野湾市議会の活動

◆2017年1月20日
トランプ大統領就任

◆2016年12月13日
普天間飛行場所属MV-22オスプレ
イが、名護市東海岸沖合に不時着水

◆2016年8月19日
防衛省が普天間飛行場の補修事業
について、一部施設を追加するた
め老朽度調査を実施すると発表

◆2015年12月4日
日米共同報道発表
・国道58号と西普天間住宅地区跡
地を接続する高架式道路を設置
・普天間飛行場東側沿い(約4ha)の
返還作業を加速することを確認

◆2015年8月10日
沖縄県と政府による１ヵ月間の集
中協議期間が開始

◆2015年5月18日
ハワイ州ベローズ空軍基地におい
てオスプレイが着陸失敗

◆2015年4月28日
日米安全保障委員会（2+2）共同発表
・辺野古移設が唯一の解決策であ
ることを再確認

◆2014年11月16日
沖縄県知事選で翁長氏が当選

◆2014年 8月26日
KC-130（15機）の岩国飛行場への
移駐が完了

◆2014年4月24日
日米首脳会談でオバマ大統領が
「沖縄の負担軽減に引き続き取組
む」と述べる

◆2013年12月27日
沖縄県知事が公有水面埋め立て申
請を承認

◆2013年12月17日
政府関係閣僚と沖縄県知事による
政策協議会開催

◆2013年12月9日
岩国市長がKC-130（15機）の岩国
基地移転について受け入れを表明

◆2015年9月28日
日米地位協定の環境補足協定の締結

◆2017年3月6日、7日
政府へ「普天間飛行場の5年以内の運用停止の実現に向けて」要請

◆2017年2月3日
沖縄県知事へ「普天間飛行場負担軽減推進会議及び同作業部会の早期開催について」要請

◆2016年12月27日
政府へ「MV-22オスプレイの不時着水事故及び普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還の実現につい
て」抗議・要請

◆2016年12月7日、8日
政府へ「宜野湾市民が強く望む普天間飛行場の一日も早い返還の実現について」要請

◆2016年11月22日
県知事へ「普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還の実現に向けた県政の最重要課題としての取り組
みについて」要請

◆2016年8月31日
第6回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2016年8月25日、26日
政府へ「普天間飛行場の補修事業について」要請

◆2016年4月11日
「普天間飛行場全面返還合意から20年を迎えて」市長コメント発表

◆2016年1月24日
宜野湾市長選、佐喜眞淳氏が二期目の当選

◆2015年11月30日、12月1日
市内9団体代表者による「普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還とＭＶ－２２オスプレイの移駐及び
騒音被害の軽減について」県内・県外抗議要請行動

◆2015年9月2日
「普天間飛行場返還合意の原点である危険性除去の実現について」翁長県知事へ要請

◆2015年8月29日
「普天間飛行場返還合意の原点である危険性除去の実現について」官房長官へ要請

◆2015年7月15日
「普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還と、その間の危険性の除去及び基地負担軽減の早期実現につ
いて」駐日米国大使へ要請

◆2015年5月22日
「普天間飛行場の早期閉鎖・返還と、その間の危険性の除去及び基地負担軽減の実現に向けた沖縄県
の迅速かつ積極的な取り組みについて」翁長県知事へ要請

◆2015年5月9日
「普天間飛行場の早期閉鎖・返還と、その間の危険性の除去及び基地負担軽減の実現について」防衛
大臣へ要請

◆2015年4月7日、8日
政府へ「普天間飛行場の早期閉鎖・返還と、その間の危険性の除去及び基地負担軽減の実現につい
て」要請

◆2014年12月15日
「普天間飛行場の早期閉鎖・返還とその間の危険性除去及び負担軽減の実現について」翁長県知事へ要請

◆2014年12月1日
「普天間飛行場問題の早期解決及び西普天間地区の跡地利用について」仲井眞県知事へ要請

◆2014年10月20日
第3回普天間飛行場負担軽減推進会議へ出席

◆2014年9月1日
第5回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2014年7月28日
第4回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2014年5月29日
第3回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2014年6月24日
第2回普天間飛行場負担軽減推進会議へ出席

◆2015年11月30日
市内9団体代表者による「普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還と
ＭＶ－２２オスプレイの移駐及び騒音被害の軽減を求める宜野湾市共同声明」を発表

◆2016年7月12日、13日
政府及び沖縄県へ「宜野湾市民の切実な願いである普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還の実現に
ついて」要請

◆2016年4月14日
政府へ「普天間飛行場の早期閉鎖・返還と、その間の危険性の除去及び基地負担軽減の実現につい
て」要請

◆2016年4月23日～5月1日
「平成28年度宜野湾市訪米要請行動」

◆2016年7月21日
第4回普天間飛行場負担軽減推進会議へ出席

◆2017年2月6日
相次ぐ米軍機事故に対する抗議
決議

◆2016年12月20日
ＭＶ－22オスプレイ名護市東沿岸
への墜落事故に対する抗議決議

◆2016年9月23日
米軍基地普天間飛行場の固定化
を許さず即時閉鎖・早期返還の実
現に関する意見書

◆2015年11月13日
普天間飛行場の一日も早い閉鎖・
返還とMV-22オスプレイの移駐及
び基地被害の軽減に対する決議

◆2015年6月11日
米国ハワイ州ベローズ空軍基地
におけるオスプレイの事故に対
する抗議決議

◆2015年3月26日
MV-22オスプレイからの部品落
下事故に対する抗議決議

◆2015年1月30日
米軍ヘリAH-1Wの装備品落下事
故に対する抗議決議

◆2014年3月27日
米軍ヘリAH-1Wスーパーコブラ着
艦失敗事故等に関する抗議決議

日米間の動き
〔日米合意を含む〕 宜野湾市の取り組み（抜粋） 宜野湾市議会の活動

◆2013年11月22日
キャンプ瑞慶覧　西普天間地区の
返還ライン確定（面積：51ha、地権
者：662人（1,048筆））

◆2013年11月中旬
日米政府関係者が相次いで普天間
飛行場の固定化に関する発言

◆2013年10月3日
日米安全保障協議会（2+2）共同発表
<内容>
・オスプレイを含む、県外での訓練
を増加する
・KC-130の岩国移駐の加速化
・辺野古移設が唯一の解決策であ
ることの確認

◆2013年9月25日
米アリゾナ州でオスプレイ緊急着
陸との報道

◆2013年8月27日
米国ネバダ州にてオスプレイが
ハードランディング（クラスＡ）

◆2013年8月3日
普天間飛行場へＭＶ－２２オスプ
レイ２番目の飛行隊配備開始

◆2013年5月30日
米海兵隊が、ＵＤＰ（米軍機配備計
画）再開により、ＣＨ－５３Ｅ　4機、
ＡＨ－１Ｗ　4機、人員170名を普天
間飛行場に配備することを発表

◆2013年4月5日
日米両政府による「沖縄における
在日米軍施設・区域に関する統合
計画」を発表

◆2013年1月
防衛省が普天間飛行場補修費用と
して約1億円の予算を確保

◆2012年10月19日
相次ぐ米兵による事件を受け、在
日米軍司令部より全ての在日米軍
人に対し外出制限の措置が発表さ
れる

◆2012年10月1日
普天間飛行場へＭＶ－２２オスプ
レイの配備開始

◆2012年9月19日
日本政府によるオスプレイの安全
宣言がなされる

◆2012年6月29日
米国からＣＨ－４６ヘリをＭＶ－
２２オスプレイに換装するとの接
受国通報

◆2012年4月27日　
2＋2共同発表において、海兵隊の
沖縄からグアムへの移転及びその
結果として生ずる嘉手納以南の土
地返還の双方を、普天間飛行場の
代替施設に関する進展から切り離
すことを決定

◆2011年6月6日　
沖縄防衛局から口頭での「地元へ
のお知らせ」の中で、2012年の遅く
からＣＨ－４６を段階的に減ら
し、ＭＶ－２２に換装するプロセ
スにあると発表

◆2010年5月28日　
日米両政府、普天間移設先を「辺野
古崎地区と隣接する水域」とする
共同声明を発表。また閣議決定へ
の署名を拒否した福島消費者行政
担当相を罷免

◆2011年6月21日　
2＋2にて普天間飛行場の2014年まで
の移設を正式に断念する事を発表

◆2014年4月15日
第2回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2014年3月17日
第1回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2014年2月18日
普天間飛行場負担軽減推進会議へ出席

◆2014年2月10日
「普天間飛行場の５年以内運用停止」の実現について政府要請
普天間飛行場の5年以内運用停止の実現に向け、関係閣僚と宜野湾市長、沖縄県知事を構成員とする
協議会と実務を担う作業部会を設置するよう要請

◆2013年11月28日
政府へ「普天間飛行場の固定化を許さず早期閉鎖・返還の実現について」抗議・要請

◆2013年11月22日
市長による防衛副大臣への普天間固定化阻止に関する要請

◆2013年11月20日
市内7団体による「ＭＶ－２２オスプレイ配備撤回及び普天間飛行場の
固定化を許さず早期閉鎖・返還の実現について」抗議・要請行動

◆2013年7月23日
市内７団体による「普天間飛行場へのＭＶ－２２オスプレイ配備に対する抗議」

◆2013年7月23日
市内7団体代表者による「普天間飛行場へのオスプレイ配備に反対し、固定化を許さず早期閉鎖・返
還を求める宜野湾市共同声明」を発表

◆2013年6月3日
「普天間飛行場への米軍機配備計画等について」（要請）

◆2013年2月2日
安倍内閣総理大臣「普天間飛行場現地視察」において市長説明

◆2013年1月27日、28日　
「オスプレイ配備撤回を求める安倍総理直訴・東京行動」

◆2012年11月5日　
「災害準備及び災害対応のための在日米軍の施設及び区域への限定された立入りについての現地協
定」を締結

◆2012年10月9日
沖縄県知事と宜野湾市長による普天間飛行場へのオスプレイ配備撤回について政府要請

◆2012年10月3日
普天間飛行場へのオスプレイ配備について抗議（在沖米国総領事、在日米軍沖縄地域調整官）

◆2012年10月1日
県民大会宜野湾市実行委員会による普天間飛行場へのオスプレイ配備撤回を求める県内要請

◆2012年9月25日
普天間飛行場へのオスプレイ配備中止について政府要請

◆2012年9月9日　
「オスプレイ配備に反対する沖縄県民大会」開催

◆2012年7月6日　
市民大会幹事会による県外要請行動

◆2012年6月19日
沖縄県知事と宜野湾市長によるオスプレイ配備にかかる政府要請

◆2012年6月18日　
市民大会幹事会による県内要請行動

◆2012年2月12日　
宜野湾市長選、佐喜眞淳氏が当選

◆2011年6月24日　
沖縄県知事と連名でＭＶ－２２オスプレイの配備について
防衛大臣に対し29項目の質問文書を提出する

◆2011年6月13日　
市庁舎前にてＭＶ－２２オスプレイの配備に対する
緊急座り込み抗議行動を行う

◆2012年6月17日　
普天間飛行場へのオスプレイ配備に反対し、固定化を許さず
早期閉鎖・返還を求める「宜野湾市民大会」を開催
（参加人数：約5,200名）

◆2013年12月17日
米軍基地普天間飛行場の固定化
を許さず即時閉鎖・早期返還の実
現を求める決議

◆2013年8月14日
ＭＶ－２２オスプレイの普天間
飛行場への配備及び米軍ヘリ墜
落事故に対する抗議決議

◆2013年6月24日
・普天間飛行場への米軍機等の配
備計画に対する抗議決議
・Ｆ－１５戦闘機の墜落事故に対
する抗議決議
・米兵による器物破損事件に対す
る抗議決議

◆2012年9月27日
・ＭＶ－２２オスプレイの配備撤
回を求める抗議決議
・米兵による強制わいせつ致傷事
件に対する抗議決議
・在沖米国総領事の発言に関する
抗議決議

◆2012年6月28日
米軍基地普天間飛行場へＭＶ－
２２オスプレイの配備に断固反
対する抗議決議

◆2011年6月22日　
米軍普天間飛行場へのＭＶ－２
２オスプレイ配備に反対する抗
議決議

◆2011年6月10日　
日米地位協定の抜本的改正を求
める決議

「普天間飛行場返還問題」宜野湾市の取り組み
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日米間の動き
〔日米合意を含む〕 宜野湾市の取り組み（抜粋） 宜野湾市議会の活動

◆2017年1月20日
トランプ大統領就任

◆2016年12月13日
普天間飛行場所属MV-22オスプレ
イが、名護市東海岸沖合に不時着水

◆2016年8月19日
防衛省が普天間飛行場の補修事業
について、一部施設を追加するた
め老朽度調査を実施すると発表

◆2015年12月4日
日米共同報道発表
・国道58号と西普天間住宅地区跡
地を接続する高架式道路を設置
・普天間飛行場東側沿い(約4ha)の
返還作業を加速することを確認

◆2015年8月10日
沖縄県と政府による１ヵ月間の集
中協議期間が開始

◆2015年5月18日
ハワイ州ベローズ空軍基地におい
てオスプレイが着陸失敗

◆2015年4月28日
日米安全保障委員会（2+2）共同発表
・辺野古移設が唯一の解決策であ
ることを再確認

◆2014年11月16日
沖縄県知事選で翁長氏が当選

◆2014年 8月26日
KC-130（15機）の岩国飛行場への
移駐が完了

◆2014年4月24日
日米首脳会談でオバマ大統領が
「沖縄の負担軽減に引き続き取組
む」と述べる

◆2013年12月27日
沖縄県知事が公有水面埋め立て申
請を承認

◆2013年12月17日
政府関係閣僚と沖縄県知事による
政策協議会開催

◆2013年12月9日
岩国市長がKC-130（15機）の岩国
基地移転について受け入れを表明

◆2015年9月28日
日米地位協定の環境補足協定の締結

◆2017年3月6日、7日
政府へ「普天間飛行場の5年以内の運用停止の実現に向けて」要請

◆2017年2月3日
沖縄県知事へ「普天間飛行場負担軽減推進会議及び同作業部会の早期開催について」要請

◆2016年12月27日
政府へ「MV-22オスプレイの不時着水事故及び普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還の実現につい
て」抗議・要請

◆2016年12月7日、8日
政府へ「宜野湾市民が強く望む普天間飛行場の一日も早い返還の実現について」要請

◆2016年11月22日
県知事へ「普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還の実現に向けた県政の最重要課題としての取り組
みについて」要請

◆2016年8月31日
第6回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2016年8月25日、26日
政府へ「普天間飛行場の補修事業について」要請

◆2016年4月11日
「普天間飛行場全面返還合意から20年を迎えて」市長コメント発表

◆2016年1月24日
宜野湾市長選、佐喜眞淳氏が二期目の当選

◆2015年11月30日、12月1日
市内9団体代表者による「普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還とＭＶ－２２オスプレイの移駐及び
騒音被害の軽減について」県内・県外抗議要請行動

◆2015年9月2日
「普天間飛行場返還合意の原点である危険性除去の実現について」翁長県知事へ要請

◆2015年8月29日
「普天間飛行場返還合意の原点である危険性除去の実現について」官房長官へ要請

◆2015年7月15日
「普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還と、その間の危険性の除去及び基地負担軽減の早期実現につ
いて」駐日米国大使へ要請

◆2015年5月22日
「普天間飛行場の早期閉鎖・返還と、その間の危険性の除去及び基地負担軽減の実現に向けた沖縄県
の迅速かつ積極的な取り組みについて」翁長県知事へ要請

◆2015年5月9日
「普天間飛行場の早期閉鎖・返還と、その間の危険性の除去及び基地負担軽減の実現について」防衛
大臣へ要請

◆2015年4月7日、8日
政府へ「普天間飛行場の早期閉鎖・返還と、その間の危険性の除去及び基地負担軽減の実現につい
て」要請

◆2014年12月15日
「普天間飛行場の早期閉鎖・返還とその間の危険性除去及び負担軽減の実現について」翁長県知事へ要請

◆2014年12月1日
「普天間飛行場問題の早期解決及び西普天間地区の跡地利用について」仲井眞県知事へ要請

◆2014年10月20日
第3回普天間飛行場負担軽減推進会議へ出席

◆2014年9月1日
第5回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2014年7月28日
第4回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2014年5月29日
第3回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2014年6月24日
第2回普天間飛行場負担軽減推進会議へ出席

◆2015年11月30日
市内9団体代表者による「普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還と
ＭＶ－２２オスプレイの移駐及び騒音被害の軽減を求める宜野湾市共同声明」を発表

◆2016年7月12日、13日
政府及び沖縄県へ「宜野湾市民の切実な願いである普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還の実現に
ついて」要請

◆2016年4月14日
政府へ「普天間飛行場の早期閉鎖・返還と、その間の危険性の除去及び基地負担軽減の実現につい
て」要請

◆2016年4月23日～5月1日
「平成28年度宜野湾市訪米要請行動」

◆2016年7月21日
第4回普天間飛行場負担軽減推進会議へ出席

◆2017年2月6日
相次ぐ米軍機事故に対する抗議
決議

◆2016年12月20日
ＭＶ－22オスプレイ名護市東沿岸
への墜落事故に対する抗議決議

◆2016年9月23日
米軍基地普天間飛行場の固定化
を許さず即時閉鎖・早期返還の実
現に関する意見書

◆2015年11月13日
普天間飛行場の一日も早い閉鎖・
返還とMV-22オスプレイの移駐及
び基地被害の軽減に対する決議

◆2015年6月11日
米国ハワイ州ベローズ空軍基地
におけるオスプレイの事故に対
する抗議決議

◆2015年3月26日
MV-22オスプレイからの部品落
下事故に対する抗議決議

◆2015年1月30日
米軍ヘリAH-1Wの装備品落下事
故に対する抗議決議

◆2014年3月27日
米軍ヘリAH-1Wスーパーコブラ着
艦失敗事故等に関する抗議決議

日米間の動き
〔日米合意を含む〕 宜野湾市の取り組み（抜粋） 宜野湾市議会の活動

◆2013年11月22日
キャンプ瑞慶覧　西普天間地区の
返還ライン確定（面積：51ha、地権
者：662人（1,048筆））

◆2013年11月中旬
日米政府関係者が相次いで普天間
飛行場の固定化に関する発言

◆2013年10月3日
日米安全保障協議会（2+2）共同発表
<内容>
・オスプレイを含む、県外での訓練
を増加する
・KC-130の岩国移駐の加速化
・辺野古移設が唯一の解決策であ
ることの確認

◆2013年9月25日
米アリゾナ州でオスプレイ緊急着
陸との報道

◆2013年8月27日
米国ネバダ州にてオスプレイが
ハードランディング（クラスＡ）

◆2013年8月3日
普天間飛行場へＭＶ－２２オスプ
レイ２番目の飛行隊配備開始

◆2013年5月30日
米海兵隊が、ＵＤＰ（米軍機配備計
画）再開により、ＣＨ－５３Ｅ　4機、
ＡＨ－１Ｗ　4機、人員170名を普天
間飛行場に配備することを発表

◆2013年4月5日
日米両政府による「沖縄における
在日米軍施設・区域に関する統合
計画」を発表

◆2013年1月
防衛省が普天間飛行場補修費用と
して約1億円の予算を確保

◆2012年10月19日
相次ぐ米兵による事件を受け、在
日米軍司令部より全ての在日米軍
人に対し外出制限の措置が発表さ
れる

◆2012年10月1日
普天間飛行場へＭＶ－２２オスプ
レイの配備開始

◆2012年9月19日
日本政府によるオスプレイの安全
宣言がなされる

◆2012年6月29日
米国からＣＨ－４６ヘリをＭＶ－
２２オスプレイに換装するとの接
受国通報

◆2012年4月27日　
2＋2共同発表において、海兵隊の
沖縄からグアムへの移転及びその
結果として生ずる嘉手納以南の土
地返還の双方を、普天間飛行場の
代替施設に関する進展から切り離
すことを決定

◆2011年6月6日　
沖縄防衛局から口頭での「地元へ
のお知らせ」の中で、2012年の遅く
からＣＨ－４６を段階的に減ら
し、ＭＶ－２２に換装するプロセ
スにあると発表

◆2010年5月28日　
日米両政府、普天間移設先を「辺野
古崎地区と隣接する水域」とする
共同声明を発表。また閣議決定へ
の署名を拒否した福島消費者行政
担当相を罷免

◆2011年6月21日　
2＋2にて普天間飛行場の2014年まで
の移設を正式に断念する事を発表

◆2014年4月15日
第2回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2014年3月17日
第1回普天間飛行場負担軽減推進作業部会へ出席

◆2014年2月18日
普天間飛行場負担軽減推進会議へ出席

◆2014年2月10日
「普天間飛行場の５年以内運用停止」の実現について政府要請
普天間飛行場の5年以内運用停止の実現に向け、関係閣僚と宜野湾市長、沖縄県知事を構成員とする
協議会と実務を担う作業部会を設置するよう要請

◆2013年11月28日
政府へ「普天間飛行場の固定化を許さず早期閉鎖・返還の実現について」抗議・要請

◆2013年11月22日
市長による防衛副大臣への普天間固定化阻止に関する要請

◆2013年11月20日
市内7団体による「ＭＶ－２２オスプレイ配備撤回及び普天間飛行場の
固定化を許さず早期閉鎖・返還の実現について」抗議・要請行動

◆2013年7月23日
市内７団体による「普天間飛行場へのＭＶ－２２オスプレイ配備に対する抗議」

◆2013年7月23日
市内7団体代表者による「普天間飛行場へのオスプレイ配備に反対し、固定化を許さず早期閉鎖・返
還を求める宜野湾市共同声明」を発表

◆2013年6月3日
「普天間飛行場への米軍機配備計画等について」（要請）

◆2013年2月2日
安倍内閣総理大臣「普天間飛行場現地視察」において市長説明

◆2013年1月27日、28日　
「オスプレイ配備撤回を求める安倍総理直訴・東京行動」

◆2012年11月5日　
「災害準備及び災害対応のための在日米軍の施設及び区域への限定された立入りについての現地協
定」を締結

◆2012年10月9日
沖縄県知事と宜野湾市長による普天間飛行場へのオスプレイ配備撤回について政府要請

◆2012年10月3日
普天間飛行場へのオスプレイ配備について抗議（在沖米国総領事、在日米軍沖縄地域調整官）

◆2012年10月1日
県民大会宜野湾市実行委員会による普天間飛行場へのオスプレイ配備撤回を求める県内要請

◆2012年9月25日
普天間飛行場へのオスプレイ配備中止について政府要請

◆2012年9月9日　
「オスプレイ配備に反対する沖縄県民大会」開催

◆2012年7月6日　
市民大会幹事会による県外要請行動

◆2012年6月19日
沖縄県知事と宜野湾市長によるオスプレイ配備にかかる政府要請

◆2012年6月18日　
市民大会幹事会による県内要請行動

◆2012年2月12日　
宜野湾市長選、佐喜眞淳氏が当選

◆2011年6月24日　
沖縄県知事と連名でＭＶ－２２オスプレイの配備について
防衛大臣に対し29項目の質問文書を提出する

◆2011年6月13日　
市庁舎前にてＭＶ－２２オスプレイの配備に対する
緊急座り込み抗議行動を行う

◆2012年6月17日　
普天間飛行場へのオスプレイ配備に反対し、固定化を許さず
早期閉鎖・返還を求める「宜野湾市民大会」を開催
（参加人数：約5,200名）

◆2013年12月17日
米軍基地普天間飛行場の固定化
を許さず即時閉鎖・早期返還の実
現を求める決議

◆2013年8月14日
ＭＶ－２２オスプレイの普天間
飛行場への配備及び米軍ヘリ墜
落事故に対する抗議決議

◆2013年6月24日
・普天間飛行場への米軍機等の配
備計画に対する抗議決議
・Ｆ－１５戦闘機の墜落事故に対
する抗議決議
・米兵による器物破損事件に対す
る抗議決議

◆2012年9月27日
・ＭＶ－２２オスプレイの配備撤
回を求める抗議決議
・米兵による強制わいせつ致傷事
件に対する抗議決議
・在沖米国総領事の発言に関する
抗議決議

◆2012年6月28日
米軍基地普天間飛行場へＭＶ－
２２オスプレイの配備に断固反
対する抗議決議

◆2011年6月22日　
米軍普天間飛行場へのＭＶ－２
２オスプレイ配備に反対する抗
議決議

◆2011年6月10日　
日米地位協定の抜本的改正を求
める決議

「普天間飛行場返還問題」宜野湾市の取り組み
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まちのど真ん中にある普天間飛行場
―返還合意の原点は危険性の除去と基地負担の軽減―

宜野湾市　基地政策部
2017 年 3月

　宜野湾市の市域面積の約25パーセントを占める普天間飛行場は、戦後71年もの長
期間、本市の中央に存在し、航空機事故の危険性や騒音被害等、市民の生活環境
に大きな負担を強いていることに加え、都市機能・交通体系・土地利用等、効率的な
まちづくりを進める上の阻害要因となっており、経済活動にも影響を及ぼしております。
　普天間飛行場はその危険性故に日米両政府による SACO合意及び在日米軍再編協
議で返還期日が示されたものの、返還は実現しておらず、市民の基地負担はもはや限
界に達しております。
　「世界一危険な基地」といわれる普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還と、その間
の危険性除去及び基地負担軽減が強く望まれております。

　このような中、平成28年度は、普天間飛行場の固定化は絶対にあってはならないという宜野湾市民の強い意志を受け、
訪米要請行動を行い、国防・国務両省の次官補代理をはじめとする政府関係者及び連邦議会議員等と面会し、普天間飛
行場の一日も早い返還と、問題の早期解決に向け、協力を要請いたしました。また、長く中断していた普天間飛行場負担
軽減推進会議及び作業部会の再開を働きかけ、1年9か月ぶりに、政府・沖縄県・宜野湾市の三者で普天間飛行場周辺
における負担軽減に関する協議を行いましたが、市民が実感できる進展や改善には至っていないことから、今後も粘り強く
取り組んでまいります。
　普天間飛行場返還合意の原点は、危険性の除去及び基地負担の軽減であり、普天間飛行場の固定化は絶対にあって
はなりません。普天間飛行場の一日も早い閉鎖・返還と、5年以内の運用停止（2019年2月まで）を含む危険性の除去及
び基地負担軽減の確実な実現を求めてまいります。

宜野湾市長
佐喜眞　淳

発行：宜野湾市 基地政策部 基地渉外課  ＴＥＬ：098－893－4411（内線310）

日米間の動き
〔日米合意を含む〕 宜野湾市の取り組み（抜粋） 宜野湾市議会の活動

◆2010年5月23日　
鳩山首相が来県。沖縄県知事らと会
談し、普天間の辺野古移設を明言

◆2010年10月7日
10月5日の嘉手納所属のＦ15の普天間飛来が過去5年間で最大の123.6デジベルを記録したことへ
抗議声明発表

◆2010年7月29日　
普天間基地爆音訴訟控訴審判決　騒音の違法性を認め、国に損害賠償を命じる。また低周波の心身
被害を初認定。しかし、飛行差し止めは棄却

◆2010年7月2日　
普天間飛行場の危険性を放置したまま米国に提供し続けているのは違憲だとして、国の提訴を検討する

◆2009年12月18日
米軍基地普天間飛行場の一刻も
早い危険性除去及び早期返還を
求める決議

◆2008年7月30日
米軍普天間飛行場の危険性の除
去及び早期返還に対する決議

◆2007年12月26日
米軍CH-53D型ヘリと部隊の普
天間飛行場への配備に対する抗
議決議

◆2006年12月21日
米軍CH-53E大型輸送ヘリコプ
ターからの車両落下事故に対す
る抗議決議

◆2006年3月27日
米軍基地普天間飛行場の危険性
の除去に関する意見書提出

◆2004年10月14日
米軍CH-53D型ヘリコプターの
飛行再開に対する抗議決議

◆2004年8月17日
米軍ヘリコプターの民間地への
墜落爆発炎上事故に対する抗議
決議

◆2010年5月16日　
普天間基地包囲行動

◆2010年5月4日　
鳩山首相との住民対話集会を普天間第二小学校で開催

◆2010年4月25日　
米軍普天間飛行場の早期閉鎖・返還と、県内移設に反対し国外・県外移設を求める県民大会

◆2009年11月8日
「辺野古への新基地建設と県内移設に反対する11・8県民大会」開催

◆2009年2月12日
「第三次普天間飛行場返還アクションプログラム策定」

◆2008年7月27日～8月1日 
 「第3回訪米要請行動」

◆2008年6月26日
「普天間爆音訴訟地裁判決」

◆2007年7月
「グァム米軍基地視察調査」

◆2006年11月1日
「普天間飛行場安全不適格宣言」を発表

◆2006年3月5日
「普天間基地の頭越し・沿岸案に反対する沖縄県民総決起大会」開催

◆2006年3月
「第二次普天間飛行場返還アクションプログラム策定」

◆2005年7月10日～21日 
 「第2回訪米要請行動」

◆2005年5月16日
「普天間飛行場包囲行動」

◆2004年9月13日
日米両政府・在日米軍に対し、沖縄国際大学への米軍ヘリ墜落事故に抗議し、普天間飛行場の早期返
還を求める市民決議報告

◆2004年8月16日～18日
日米両政府・在日米軍に対し、沖縄国際大学構内へのヘリ墜落事故について抗議

◆2004年7月11日～21日 
「第1回訪米要請行動」

◆2004年5月16日
「普天間飛行場包囲行動」

◆2004年5月14日
「普天間飛行場被害異常事態宣言」

◆2004年4月
「普天間飛行場返還アクションプログラム」策定

◆2004年8月13日
「沖縄国際大学への米軍ヘリCH-53D型機墜落事故発生」

◆2004年9月12日
「沖縄国際大学への米軍ヘリ墜落事故に抗議する宜野湾市民大会」を開催（参加者約3万人）

◆2007年12月
「海兵隊航空基地普天間マスタープラン」を入手
普天間飛行場におけるクリアゾーン（土地利用禁止区域）の存在が明らかに

◆2010年5月4日　
鳩山首相、就任後初来県。沖縄県知
事との会談にて普天間の県外移設
断念を伝える。海外移転は「抑止力
という観点から難しく、現実には
不可能だ」と述べる

◆2009年12月15日
政府、移設問題について来年５月
までに結論を出すことで確認

◆2009年9月16日
民主党政権発足

◆2009年1月20日
オバマ大統領就任

◆2007年8月10日
「普天間飛行場に係る場周経路の
再検討及び更なる可能な安全対策
に関する報告書」

◆2006年5月1日
「在日米軍再編協議最終報告」「再編
実施のための日米のロードマップ」
・代替施設は辺野古岬とこれに隣
接する大浦湾と辺野古湾水域を結
ぶ形でV字型に設置
・代替施設の建設は2014年までの
完成を目標
・約8,000名の第３海兵機動展開部
隊の要員とその家族約9,000名は
部隊の一体性を維持する形で沖縄
からグァムへ移転する。など

◆2005年10月29日
「在日米軍再編協議中間報告」
・キャンプシュワブの海岸線の区
域とこれに接近する大浦湾の水域
をL字型に普天間代替施設を設置
する
・沖縄における再編は、約7,000名
の海兵隊将校及び兵員、並びにそ
の家族の沖縄外への移転を含む。
など

◆2005年2月14日
米連邦議会が設立「海外基地見
直し委員会」（アル・コーネラ委
員長）
　　沖縄の米軍基地視察
　　　　　　↓
◆2005年5月
「海外基地見直し委員会」中間
報告提出
　　　　　　↓
◆2005年8月
「海外基地見直し委員会」最終
報告提出

◆1996年3月28日
「普天間飛行場における航空機騒
音規制措置」日米合同委員会合意
◆1996年4月12日
「SACO合意」
橋本・モンデール共同記者会見
「普天間飛行場は、今後５年乃
至７年以内に全面返還する」
◆1996年12月2日
「SACO最終報告」
「今後５年乃至７年以内に十
分な代替施設が完成し、運用
可能になった後普天間飛行場
を返還する」
◆1999年11月22日
稲嶺恵一沖縄県知事
・県内移設候補地として、キャ
ンプシュワブ水域名護市辺野
古沿岸域を選定
・軍民共用空港及び15年使用期
限を移設条件など

市民大会決議（抜粋）
1.　被害の徹底調査と事故原因を明らかにし、すべ
　ての被害に対する謝罪と完全補償を早急に実施
　すること
1.　すべての米軍機の民間地上空での飛行を直ち
　に中止すること
1.　ヘリ基地としての運用を中止すること
1.　危険極まりない普天間飛行場を早期返還すること
1.　SACO合意を見直し、辺野古沖への移設を再
　考すること
1.　日米地位協定を抜本的に見直しすること
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